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　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
　南北問題については，すでに現代世界経済に関する重要な課題として論じて
きたのであったがω，最近の世界経済の動向を考察する場合に，新たな視点か
ら，南北問題をとりあげることの必要性を痛感し，小稿にまとめてみることに
した。
　南北問題は，いうまでもなく，第2次大戦ののちに，アジア，アフリカ地域
の諸民族が自らの民族主権を確立して，自立的国家を形成したことによって，
資本主義世界市場における，新しい国家，すなわち発展途上諸国が出現し，発
達した資本主i義諸国との間に新たな国際経済関係を樹立することによって生じ
たものである。そして，その内容を規定する要因としては，二つの側面から考
えておくことが必要であるように思う。すなわち，先進資本主義国の側からす
れぽ，発展途上国は，主権を確立した独立国家となっているとはいえ，依然と
して経済的には，後進性をもっている，と同時に帝国主義の支配のもとでの植
民地経済の特質をもっており，この途上諸国を資本主義世界体制のなかに包摂
し，従属的状態にしぼりつけておこうとしているのであり，これは新植民地主
義として把握されうる。もうひとつの要因としては，発展途上諸国の側におい
て，民族的主権の確立をめざす，独立運動によって形成された国家であること
によって，その国家的意志の経済領域での表現は，自立的国民経済の形成であ
るということができるように思われる。
　だから，南北問題を規定する二つの要因が，ともに異った基盤からもたらさ
れていることによって，一般的にはより対立的側面が強くあらわれてはいるが，
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世界経済の現在の時期が，社会主義への移行期であることによって，資本主義
体制の維持・強化という視点から，ともに共通の基盤をも両側面においてみい
だすこともまたできるのである。すなわち，発展途上諸国の支配的諸階級の構
成によっては，資本主義体制の維持・強化という共通の課題をもつにいたって
いるのである。
　こうして，われわれは，「第三世界」諸国と一般に言われ，新しい性格をも
った国家群（“第三”という言葉の意味を現在における新たな規定一いまだ概念的に
成熟していない一を必要としている対象の性格を漠然と表現しているもの，　という意
味でここでは使用している）として把握されている国々が，民族自決権の確立を
経済的領域にまでおしひろげて，自立的国民経済の確立にすすんで行こうとす
る国家意志については疑わないとしても，そのおかれた国際経済的環境におい
て，資本主義世界体制と社会主義世界体制との併存という現実があり，しかも，
世界史的時期区分からすれぽ，資本主義体制から社会主義体制への移行がしだ
いにすすんでいる時代におかれていることを考慮しなければならないのである。
　先進工業諸国が発展途上諸国の経済開発は国際的責務であり，とくに先進国
の責務をその援助によって果しうるものとしてとらえ，具体化することによっ
て定i義づけられた所以が，第2次大戦後の世界経済の焦点となりつつあった南
北問題の最初の表現でもあった。1961年の国際連合第16回総会において採択さ
れた「国際連合開発の10年，国際経済協力のための計画」は，このような南北
問題を具現したものであった。
　このような先進諸国側の南北問題へのすぼやい対応をとらえて，森田氏はつ
ぎのようにいった。
　　「資本主義にとって南北問題とは，植民地体制崩壊後の新しい条件のもと
　で後進国を資本の世界の従属的モメントとして再把握するという問題であ
　る。」②
　すなわち，資本主義体制の維持は，発展途上国の課題を積極的にとりあげ，
資本主義世界体制のもとに再編成していく以外にないという認識にたって先進
国側の南北問題に関する世界戦略が提起されている。ところで，問題は，自立
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的国民経済の確立という発展途上国の要求する課題は，この先進国側の戦略に
よって達成されるのであろうか。たしかに発展途上諸国の経済開発においては
一定の前進がみられるのではあるが，はたして自立化という内容をともなって
いるのであろうか。S．アミン氏の批判に注目しよう。
　　「かつては，周辺部のブルジョアジーは帝国主義と衝突していた。帝国主義
　の第1局面から第2局面への移行も，独占資本がr計画』したものではなく，
　民族解放運動によって押しつけられたもので，周辺部のブルジョァジーは，
　この民族解放運動の過程を通じて，自らの工業への参加権を帝国主義に認め
　させたのである。しかし，われわれがすでにのべたように，第2局面の期間
　にすすめられた工業化は独占体と周辺部ブルジョアジーの関係を変換させた。
　周辺部のブルジョアジーは新しい分業体制への参加を通じて，民族的性格を
　失い，帝国主義の従属的な同盟者となった。その同じ同盟者が今，この分業
　体制の再編を要求して反乱しているのである。」（3）
　アミン氏の議論では，工業的発展過程への参加は当然世界経済の再編成を要
求するようにはなるけれども，この発展過程は，自立化ではなく，従属的な同
盟老への転換となっているというのである。すなわち，工業化は従属性との結
合においてはじめて具体的にあらわれていると考えているように思う。
　このような先進諸国側からの南北問題への対応は，すでにのべたように新植
民地主i義として把握されうる。新植民地主義における「新」の意味は，単に歴
史的に新しい，換言すれば，植民地体制崩壊後の新しい事態のなかであらわれ
た植民地主義だというだけでなく，内容的に新しいのであり，そのことは，帝
国主義がこの植民地主義では，発展途上諸国を従属しうる確固とした条件を失
っているということにある。．つまり，発展途上諸国の開発を促進しつつ，しか
も従属下におくということは，内容的に矛盾しているのである。このような矛
盾について寺本氏はつぎのようにのべている。
　「新植民地主義は，その戦略として一定の限度内ではあれ，資本主義的発展
　を促し，それを通じて経済的併合を維持・強化しようとする。このことはい
　やおうなしに発展途上諸国の民族の基本勢力との矛盾を深めるとともに，発
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　展途上諸国自体の資本主義と新植民地主義に反対する階級および階層を生み
　だしていく。それは，労働者階級と民族主義的小ブルジョアジーである。」ω
　寺本氏の論理は，S．アミン氏と同様に発展途上国における従属的資本主義化
に重点をおいて考察しているが，その基本的相違は，帝国主義に対立するナシ
ョナリズムの成長として把握しているところにある。すなわち，従属的同盟者
としてのブルジョアジーの成長とみるか，または新たな民族主義の台頭とみる
かという点は南北問題の内容を考える際の大きな相違点となっているように思
う。
　ところで，森田氏は，発展途上諸国の新たな生産力の発展過程により力点を
おき，世界経済全体の新たな展開への方向性を内包している問題として南北問
題をつぎのように規定していた。
　　「われわれはこのrこの新しい問題』，’すなわち，後進国の自立的発展の立
　場から要求される世界経済再編成の問題を一そこにおける資本主義・社会
　主義・後進国の複雑な対立と相互浸透の諸関係を含めて一r南北問題』と
　規定する。」㈲
　たしかに，世界経済の再編成の問題だと規定すれぽ，南北問題として考えら
れている全ての問題を内包してしまうことにはなるのであるが，あまりにも抽
象的把握であるし，また南北間題を拡大しすぎているようにも思われるのであ
るが，70年代に入ってから「新国際経済秩序の樹立」という課題を提示するに
いたって，南北問題は，世界経済の再編成をめぐっての南北間に顕現化しつつ
ある矛盾ということができるようになった。
Cl）拙稿「南北問題の展開と新国際経済秩序について」（r明大商学論叢』第60巻第6号）
（2）森田桐郎著r南北問題』日本評論社，1972年，13ページ。
（3）Samir　Amin；“Self・reliance　and　the　New　International　Economic　Order，”Monthly
　Review，　July・August，1977，　pp，12－13。
｛4）寺本光朗著r新植民地主義と南北問題』大月書店，1978年，31ページ。
⑤　森田桐郎，前掲書，8ページ。
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　1974年に開かれた国連の資源特別総会は「新国際経済秩序樹立に関する宣言
と行動計画」を決議として採択した。この決議は「世界人口の70％を占めてい
る発展途上国は，世界の全体の収入の30％しか得ていない。現行の国際経済秩
序のもとでは，公平で均衡のとれた国際共同体の発展を遂げることは不可能で
あるととは明らかである。」ωとして，新しい国際経済秩序樹立の必要性を指摘
した。こうして，南北問題は70年代に入って新たな展開を示すとともに，南の
側；発展途上国側から，世界経済の再編成のための諸原則を提示したのである。
まさに，この世界経済再編成をめぐる諸問題こそが，南北問題となったのであ
る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’
　ところで，’世界経済の再編成という課題を考察しようとすれぽ，単に国連決
議の諸原則のもつ特徴を列挙することで満足するわけにはいかない。再編成を
なしとげようとする主体や動力およびその基盤などについても考察しなけれぽ
ならない。とするならぽ，このような考察は従来の南北問題の研究の領域をこ
えているのではなかろうか。
　　「戦後アメリカを盟主とするIMF・ガット体制の崩壊後，資本制的原理に
　もとつく安定的秩序が世界経済の舞台で実現しそうにもないという事態は，
　　r資本の文明化作用』の一元的実現がついには不可能になってしまったこ
　との証左であると言えるかもしれない。資本主義は国内の矛盾・大きな制約
　を常に外化して生き延びてきた。外化を押しつけるべき周辺部は常に後進的
　経済の中に見出されてきたのである。しかし，今日のような先進国資本によ
　る大規模な後進地域の開発の進行は，矛盾を外化する周辺部がついに尽きた
　ことを意味している。国民経済の内的編成という段階に到達することを資本
　制的原理の普及化のメルクマールに置けぽ，国民経済なしの工業化を帝国主
　義が後進地域で進行させている今日の状況は，周辺部の喪失を早めつつ，な
　お資本主義の普及化の阻止に全力をあげている姿の表現であろう。」（2｝
　本山氏の議論を少々長く引用したのは，ここからいくつかの論点を導きだ、
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しうるように思われるからである。第1は，IMF・ガット体制の崩壊という事
態のなかで，「資本制的原理にもとつく安定的秩序」が実現しそうもないとい
うことである。たしかた，「世界市場の分け前のたえざる再編成」（3｝という資本
の論理の貫徹は不可能になってきつつある。そして，この不可能にしている事
実認識の仕方に問題があるように思う。本山氏は，「矛盾を外化する周辺部が
ついに尽きたこと」によって，体制の再編成が不可能になったとみているよう
である。しかし，ここで展開されている論理には，若干疑問をもたざるをえな
い。すなわち，IMF・ガット体制の崩壊と再編という場合には，第2次大戦後
の世界経済の具体的形態を問題にしているわけであって，この崩壊をもたらし
た要因は世界経済の具体的形態をつくりだしている帝国主義諸国および発展途
上諸国の力関係とその国家意志にもとめられるべきであろう。国々を構成単位
として形成されている世界市場の具体的な存在形態が問題になっている以上，
具体的な諸国家の関係こそが重要視されるべきことのように思われる。さらに．
その世界経済の課題として，帝国主義諸国がその矛盾を外化することによって
一時的に危機を回避しうるか否かという点については，別の視点から議論され
ねばならない。その議論の手がかりを与えられるものとして，現代資本主義論
として，大戦後の資本主i義を対象に分析した議論があり，これを参考にしたい
と思う。（くわしくは後述）つまり，IMF・ガット体制が崩壊し，その再編成が
帝国主義の側においても課題どなっているのはたしかであるが，それを資本の
論理の貫徹として実現しえないのは，「市場分割の再編成」として具体化され
えないということにある。大戦後形成された「第三世界」は，発展途上諸国の
国家意志の結合した表現として，「新国際経済秩序」を要求している。このよう
な「第三世界」の出現が，資本の論理の貫徹としての世界経済の再編成をさま
たげているのである。
　つぎに，第2の問題として，「先進国資本による大規模な後進地域の開発の
進行は，矛盾を外化する周辺部がついに尽きたことを意味」しているであろう
か，と問うことにもとめたい。たしかに，多国籍企業の進出に代表的に表現さ
れているように，現代の帝国主義の特徴の基本的な部分をなすものとして，直
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接投資という形態での，資本の世界的規模での蓄積活動があり，世界のあらゆ
る地域，分野におけるその利潤追求のための運動は，発展途上国においても工
業化過程をつくりだし，経済開発の促進とよぼれる現象をつくりだしている。
　この国際的規模での資本の新たな運動形態は，他方における先進諸国国家に
よる国際的規模でのスペンディング・ポリシーと結合して実現しているのであ
る。第2次大戦後の世界経済再編成の原理のひとつとして重視されている国際
協力の原理はω，ケインズ理論の国際経済への適用として把握されるのである
が（5｝，資本主義の発展段階の特微としては，国家独占資本主義の国際的展開と
いう戦後の新たな局面をつくりだしているのである。国家独占資本主義の発展
における新しい局面の特徴は，一方における大規模なスペンディング・ポリシ
ーの展開であり，他方ではこれと結合した大独占体の多国籍企業化である。こ
の両者は相提携することによって，その支配の新しい形態をつくりだしている
のである。ここに先進国国家の新たな機能をみいだす必要があろう。資本主義
億たしかにその内在的矛盾を外化し，そのことによって新たな展開をしめして
きた。その際にはたした国家の役割に注目することは重要である。現在，発展
途上国の経済開発はすすみ，資本主義先進諸国が，かつてのような形態でその
内在的矛盾を外化しえなくなっているようにみえる。しかし，従来の形態での
外化が不可能になっているということが，矛盾の外化そのものを不可能にして
いるということにはならない。生産力格差に基盤をおいた，先進国国家の世界
市場における存在形態は，矛盾の外化をどのように現在果しつつあるのかを問
題にすることの重要性を提起しているように思われる。すなわち，発達した資
本主義先進国における矛盾の深化は，その国家機能を通じて外化されるのであ
るから，その国家を考察の対象としてみなければならないのであり，発展途上
函の経済開発が，その後進性を失っていくということをただちに，矛盾の外化
をはたすものとしての「周辺部がついに尽きたこと」を意味する（長期的傾向と
してみる場合は，こうした論理を是認されようが）ものとして結論づけることはでき
ないであろう。
　第3に問題としたい点は，「国民経済なしの工業化を帝国主義が後進地域で進
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行させている今日の状況」をどのようにとらえるかということである。本山馬
の論理は，帝国主義の側の論理で終始している。
　たしかに，帝国主義の論理には，本山氏の指摘するような，，「資本主義化の
普及化の阻止」という特微があって，植民地における旧い土地制度の維持に努
力した。これは土地制度が帝国主義体制の一部を構成していたからである⑥。
現代の帝国主i義においてはどうであろうか，植民地制度は崩壊し，発展途上国
が出現した。国民経済の形成を目的にした開発がすすめられている。帝国主義
の論理は，「国民経済なしの工業化」として実現している。すなわち，資本主
義化の普及化の阻止を，国民経済形成の阻止として実現しているということに
なっているという。
　かりに「国民経済なしの工業化」が，帝国主義の論理としても，それは，か
つての旧い土地制度の擁護のように，実現しうるものではない。一方で工業化
をすすめながら他方で国民経済の形成を妨げるという・ことは，たしかに多国籍
企業の発達過程において実現はしているのではあるが，発展途上国においては．
すでに国家形成は実現し，そのもとにおいて，国家の開発機能による経済開発
がすすんでいるかぎりにおいて，自国の資本蓄積がすすまざるをえない。こう
した現実をふまえて，アミン氏の議論では，民族ブルジョアジーの従属的同盟
という形態をとって帝国主義支配が実現しているのである。そして，民族ブル
ジョアジーの民族性の喪失が自立的国民経済の形成の否定として帰結している。
　　「資本主義の外的影響力は，後進的経済の根底を掴んだのではなく，せいぜ
　いのところその周辺＝表面の果実を摂取する表皮的・表層的商品経済編成と
　して世界市場を統括したにすぎなかった。少くとも歴史的に局面を押さえる
　かぎり，資本主義の世界市場的展開過程それ自体には，後進的経済の社会的
　実体をとらえつくして世界を均質化できるような万能の力が俸わっているわ
　けではない。ところが，資本主義が最高度に欄熟したと思われる20世紀後半
　には，この表皮性を残レたままで早くも有限な地球という歴史的臨界点に資
　本主義的世界体系は達してしまったようである。この点に留意すれぽ，いわ
　ゆる『南北問題』のかかえる問題はいっそう深刻なものになっていることか
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　わかる。」（7）
　ところが，本山氏の議論では発展途上国の商品経済化は，表皮性のままで，
「資本主義世界体系」は「歴史的臨界点」に達してしまうという認識になって
いる。南北問題を世界資本主義体系の危機において捉えることには異論はない
が，論理展開の軸点が発展途上国の商品経済化の表皮性におかれていることに
は，疑問をもつ。発展途上国が独立し，それ自身の国家権力をもつにいたって
以後の商品経済化は，それ以前のものと区別しなけれぽならないだろう。アミ
ン氏の論理にある帝国主義の第3局面という認識にはそのことが明確に意識さ
れており，帝国主義のあらたな同盟者としての民族ブルジョアジーの出現を認
識している。
　さて，本山氏が「国民経済なしの工業化」，とか「表皮的商品経済編成」とい
った概念で捉えようとした発展途上国の開発過程には，「国家資本主義」（8）の発
展として把握されねぽならない側面もあわせもっている。そしてこの国家の経
済開発機能は，その権力の階級的性格の如何によっては，非資本主義の発展過
程をたどるという可能性をもあわせもっているのである。このような帝国主義
の局面の変化はS．アミン氏のいうように独占資本の「計画」によるのではな
く，民族解放運動の発展によるものである。
　このような視点から発展途上国の工業化や経済開発をみるとき，すくなくと
も帝国主義の論理によってのみ実現しているわけではなく，民族解放運動の発
展＝自立的国民経済の確立への過程によっても規定されているものであること
を認識しなければならない。したがって，工業化をすすめながら帝国主義体制
を維持するための国民経済形成阻止の戦略は，それに反対する勢力（反帝的力量）
を他方では強化していかざるをえないという矛盾を内包しているのである。「資
本主義世界体系」9C）「歴史的臨界点」は，資本の世界化のもつ「表皮性」や
「工業化」の「普及化阻止」にあるのではなく，帝国主義の支配の論理が民族
解放運動の発展によって破綻し，社会主義への移行が実現しつつあることにも
とめられねぽならないのである。
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（D　「新国際経済秩序の樹立に関する宣言の国連決議」（浦野起央編r第三世界国際関係資料集』
　有信堂，1976年，301ページ）
（2）本山美彦「南北問題へのアプローチ」（吉信粛・小野一一郎編『南北問題入門』有斐閣，19
　79年，237－8ぺ＿ジ）
（3）阿部統，行沢健三r世界経済の再編成』筑摩書房，1968年，27ページ。
（4）「国際協力が戦後国際経済関係再編成の原理とさるべきことを最も明確な理論的枠組みをも
　って説き，かつまたロンドン戦時内閣が大西洋憲章第5項を提案するほどまでにこの原理を
　現実の政治に持ち込んだのは，他ならない」．M．ケインズであった。その意味では，　r国際協
　力』は，r自由・無差別・多角主義』がrハルの原理』であったことに比すれば，まさしく
　rケイソズの原理』と称されうるものであった。」（佐々木隆生「戦後国際経済関係再編成の
　構想と原理」『北大経済研究』1980年第2号）
⑤　「1国だけのスペソディング・ポリシーの採用はその国際収支の悪化を免かれない以上どう
　しても，「全世界が足なみをそろえて公債発行による支出の増大をはかる以外には世界の物価
　を上昇させるのに有効な手段は存在しない。」（J．M．　Keynes，　The　Means　to　Prosperity，
　1933，p．19）とケインズは考える。」（宮崎義一他『現代資本主義論』筑摩書房，1977年，26
　ページ）
⑥　「植民地的経済構造の基盤をなす土地所有制は，相互に相対立し，相矛盾する性格をもった
　2種類の所有制からなりたっているのである。ひとつは，世界資本主義の拡大として，帝国主
　義国からの資本進出のための土地収奪により実現している宗主国資本による土地所有（エス
　テート）である。もうひとつは旧来の支配階級である地主＝領主＝藩王などの経済的基盤と
　なっている農奴支配をともなう封建的土地所有である。この両者を結びつけ，それらを統一
　したもの，全体性として創出したものが，植民地主義である。」（拙稿「資本，土地所有，植
　民地主義」r月刊アジア・アフリカ研究』1979年5月号）
⑦　本山，前掲論文（吉信他，前掲書，225頁）
（8）尾崎彦朔編r第三世界と国家資本主義』東京大学出版会，1980年参照。
（3）
　南北問題は，新国際経済秩序の樹立という課題が発展途上国の側から提起さ
れることによって，新たな展開を示すことセこはなったけれども，一般的にいっ
て問題の視点が，南北間の問題として論じられるという意味では変化していな
いように思われる。ωはたしてこの問題を南北の間に生じている問題という意
味に理解してよいのであろうか。本山氏の議論ωは，南北問題のこうした皮相
的理解を廃し（といっても南北問題という用語法のもつ不正確性が否定されるわけで
はなく，それぞれの立場から理解し，活用することを阻むものではなく，科学的根拠の
ある範疇としているわけではない），現代資本主義論，ないしは現代帝国主義論の
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一部として展開を試みている。その視点の積極的意義はもちろん評価しうるも
のではあるが，帝国主義論的展開のなかに，かえって，発展途上国の出現とそ
の国家意志とその実現過程のもつ世界史における現代的意義を正確に反映しえ
ない論理展開となっているやに思われる（前項を参照）。そこで，以下において，
本山論文の意義を確認しつつ，前項で提起した閲題点について若干の議論を展
開してみたいと思う。
　すでに前項においても指摘したように，南北問題が，世界経済の再編成の問
題であり，また現実に1970年代に入ってから，そのような方向にむかって新た
な展開をしめしている（3）以上，現代資本主義をどのようにとらえるのか，第2
次世界大戦後に新たな発展をしめした資本主義全体をどのように把握しようと
するのかという課題との関連において考察しなけれぽならないであろう。1960
年代，南北問題が，発展途上国の開発問題であるかのように言われていた時期
に，資本主義はあらたな高度成長過程をえがきだし，その成長過程に限界があ
らわれはじめたとき，南北問題の新たな展開，すなわち，「新国際経済秩序の
樹立」を課題とするという展開をしめしたのである。
　こうした経過のなかで，問題を把握しようとすれぽ，現代資本主義の特徴的
現象としてえがきだされた高度経済成長の実現過程のなかで，南北問題がどの
ようなかかわりをもっていたかという点に注目すべきように思われる。つまり，
換言すれぽ，帝国主義の側から「後進国開発」問題としてとりあげられた南北
問題の意味は何であったのか。現代資本主義論を構成するものとしての南北間
題を考えなければならないのである。
　現代資本主義は国家の経済過程への全面的介入を特徴としているし，その国
家の働きによって経済の拡大・成長を実現している。すなわち，「国家が独占
資本主義の再生産過程のすべての重要な環において独占資本の利益を擁護し，
独占の支配を維持・強化する一］のであり，「そのためには，単に市場創出に留
まらず，資金調達，労働力・原料確保，新技術導入，需要注入などの諸点で国
家の介入が不可避となる」ωのである。
　この国家独占資本主義成立の意義が，資本主義を破局的過剰生産恐慌を回避
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すること，すなわち，1930年代の経験に再びおちこんでいくごとをすくいえた
という点にもとめるとすれば，その中心的課題はやはり需要注入による市場創
出にもとめることができよう。しかし，いうまでもないことではあるが，単に
市場創出だけであれぽ，それは一時的対策の域をでず，むしろ恐慌のもつ次期
の拡大への力量を減殺し，不況の長期化へとすすんで・しまう。現代資本主義に
おける国家の全面介入は，市場創出を中心としながら，この機能を景気循環に
よって消えさるものとしてではなく，長期にわだって持続させ，若干の後退局
面をともないながらも，基本的に成長過程を主要な特徴としてえがきだしてい
ったところに大きな意義をもっていたのである。
　このようにみてくると，市場創出の内容にたちいってみていく必要がある。
資本主義経済にとって景気循環そのものをとりのぞくことは不可能であって，
一定の波動をえがきながら成長過程をたどってきたわけであるが，高度成長を
実現した要素は，好況過程における経済成長率の高さ，つまり景気上昇率の高
さにもとめられる。そしてこの成長率を規定する要因は民間の投資需要の拡大
にもとめられよう。すなわち，経済の拡大を規定する最も基本的要因は生産過
程そのものの拡大であり，一方において景気の下降局面での需要注入による生
産の維持が不可欠であるとともに，他方において好況局面こおいて，高い成長
率が常に達成されていなければ，高度成長過程を実現することは不可能なので
ある。とすれぽ，この高い成長率を実現するための投資需要拡大はどのように
して達成されたのであろうか。それは，独占資本に保障された高い利潤率にも
とめられる。
　この高い利潤率を維持するための手段（＝体制）として，まず第1は，物価の
上昇過程である。管理通貨制度のもとでは，．通貨の供給による有効需要拡大が
はかられるかぎり，工業製品価格の上昇をつねにともない，そのことが，資本
に対する高い利潤率をもたらすための基礎をなすことになる（5）。
　さらに第2には，新しい技術の導入にまる労働生産性の向上があげられる。
この生産性の向上は，他方で，貨幣賃金の上昇をともなう場合でも利潤率の上
昇をもたらすことが可能℃賃金コストの低下として確認される。しかし，技
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術構成の高度化は，価値構成の高度化をもともなう傾向にあるため，他方での
搾取率の上昇を必要とするが，賃金コストの低下は搾取率の上昇をもたらし，
利潤率を高めることになる。
　さらに第3の要因として，原料価格の低下によって利潤率が高められている
ことに注目しておかなげれぽならない。世界市場価格の動向に明確にあらわれ
ているように，先進工業諸国の物価が上昇し，工業製品の輸出価格が上昇過程
をたどっている時期に原料価格は低下傾向を示していたのである⑥。この安価
な原料の供給は，他方で技術の高度化による労働生産性の向上が実現している
ことを考慮すると高い利潤率が実現し，生産の拡大がさらに利潤率を引上げる
といった関係が生成されるのである。
　このような高い利潤率を保障する条件がととのうことによって，投資需要の
大きな伸びが好況局面にみられ，他方，L不況局面においては，国家による需要
注入によってその景気の減退は緩和・短縮されてひきつづきより拡大した投資
需要が形成されるという過程をたどって高度成長の過程が持続していったので
ある。このような戦後資本主義の高度成長過程の条件としてまとめて置塩氏は
つぎのようにのべている。
　　「戦後資本主義の高成長を支えた条件は，①アメリカの絶対的優位に基礎
　をおくIMF国際通貨体制，②アメリカの軍事的目的の技術開発を中軸とす
　る生産技術の進歩，③実質賃金の絶対水準を目標とする労働者階級の態度，
　④アメリカによる資源供給諸国の制圧である。これらの条件が資本の蓄積意
　欲を高く維持し，また資本蓄積率を制約する諸要因が作用することを回避し
　てきたのである。」｛7）
　このような資本主義の高度成長は，独占資本のいっそうの規模の拡大をもた
らし，多国籍企業化といった形態をうみだす。これは個別資本の生産過程が，
国民経済の枠をこえて広がっていることを意味し，企業の国際化，資本の国際
化とよばれる現象をもたらしたのである。ところで，一方でこのような資本の
蓄積率が維持されていくためには，すでにのべたような条件が国際的に準備さ
れていなけれぽならない。そして，この条件の国際経済における実現こそが，
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他方における南北問題の生成をもたらしたのである。
　安価な原料の供給は，高い利潤率と蓄積率を維持していくうえで必須の条件
であるが，単に工業製品価格にくらべて原料価格が相対的につねに低いという
ことではなく，絶対的に低下した場合さえ生じている⑧。国際的に貨幣価値の
低下にともない物価が上昇しつづけているなかでの原料価格の低下が生じれぽ，
利潤率はさらに上昇することになる。また企業の多国籍化による安い労働力の
活用が実現すれぽ，利潤率はまた上昇することになる。
　こうして，現代資本主義の高度成長が，必然的に南北問題を生成したのであ
る。すなわち，IMF国際通貨体制は，価格形成過程における工業製品価格と原
料・一次産品価格の格差をつねに拡大して，工業諸国の資本蓄積率を高め発展
途上国に不利益をもたらした。また1960年からはじまった国連開発10年計画は，
援助によって国際市場の拡大をはかるとともに，インフラストラクチャーの整
備により，独占資本の進出をもたらし，先進工業国資本の成長を「援助」して
きたのである。したがって一定の工業の生産過程がある程度発展途上国に移転
しても，それは先進国独占資本の成長の一部を構成しているのである。
　このように現代資本主義の高度成長を中心に現在の国際経済秩序のあり方の
特徴を考察してみると，南北問題とよぼれている事態は，むしろ現行秩序のも
とで体制的に生みだされ，さらに新たにそこから生じてくる課題に直面して発
展途上国の経済開発はより困難の度を加えているということができるのである。
（1）とくに先進国側の問題の接近については基本的変化がみられない。（西川潤．rSO年代南北問
　題の展開と国際協力」『世界経済評論』1980年7月号が参考になる）
②　本山美彦「南北間題へのアプローチ」（吉信粛・小野一一郎編『南北問題入門』有斐閣，
　1979年）
（3）「70年代にはいると，アメリカを中心として先進諸国が追求してきた新植民地主義政策は，
　南北問題を解決しえないだけではなく，よりいっそう深化させた。第1に南北間の格差は拡
　大した。第2に，発展途上国の交易条件はよりいっそう悪化した。第3に，債務の累積があ
　る。」（拙稿「南北問題をめぐる最近の動向」r経済』，1979年4月号）
〈4）置塩信雄著r現代資本主義分析の課題』岩波書店，1980年，95ページ。
｛5）1960年代の先進国における消費者物価の年平均上昇率をみると，アメリカ2．　3．7q，イギリス
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　／3．5％，西ドイツ2． 59・，フランス3．9％，イタリア3．7％，日本5．4％となっている。（宮崎義
（633）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　南北問題再論　　61
　　一他r現代資本主義論』31ページ）
　（6）1963年を100とした価格指数の推移をみると，工業製品輸出価格指数は，1953年の94から，
　　1956年95，1959年96，62年99，1966年106，1970年117，1972年134と上昇過程をたどってい
　　るのに反して，一次産品輸出価格指数をみると，1953年の118から56年117，59年103，62年
　　95，と50年代は一貫して低下している。そして60年代に入って，66年105，69年110と上昇す
　　るが，71年には107に低下し，1972年に113となっている。（UNCTAD，　TD／184／SupP．2）
　（7）置塩信雄，前掲書，177ページ。
　（8）中東の原油価格（公示価格）は1959年と60年に引下げられ，1948年の1バーレル2ドル20
　　セントから1960年代には1ドル75セントに低下していたのである。（寺本光朗r新植民地主義
　　と南北問題』参照）
（4）
　現代資本主義の高度成長の内容を考察しながら，その成立条件の重要な部分
を南北問題が占めていることを前項においてみてきた。そして，国家独占資本
主義の国際的展開としてその成立条件をみていくと，先進工業国と発展途上国
の貿易関係は，先進国の独占資本のために高い利潤率を保障する条件となって
いる。また，援助という形態での国家資本輸出と多国籍企業化という形態での
独占資本の進出は，国際的規模での市場創出および市場拡大として高度成長を
支える条件となっていた。したがって，貿易および金融の関係において現代資
本主義は，南北問題を含んで国際的に展開していたのであり，国連開発の10年
計画といったような援助を中心とした開発戦略は，現代資本主義の国際経済関
係のなかでは当然とられるべき国際政策であって，あらためて，南北問題解決
のためにとられた新たな戦略とはいいがたいのである。だから，この援助政策
が南北問題の解決に貢献しえず，当初の予想された成果をあげえなかったのも
当然のことといわなけれぽならないであろう。
　ところが，問題は，この現代資本主義の高度成長を支えていたこれら諸条件
がしだいに有効性を失いはじめたことによって，70年代に入ってからの問題の
あらたな展開が生じてくることになったのである。そして現代資本主義が高度
成長を実現できないことがあきらかになってき時点で，南北問題はどのような
変化をもたらすことになるのであろうか。まず，高度成長の条件が働かなくな
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ってきた過程に目をむけておきたいと母う。
　まず第1に，【IMF国際通貨体制ccS破綻がある。ドルを基軸通貨とするIMF
体制の成立によって，ドル散布という形態での国際的スペンディング・1ポリシ
ー漱規灘闘さμ泄界楊P拡大f・：xnしたが・・の状態をつ磐てい
くためには，アメリカが国際収支の悪化にもかかわらず，国際的な有効需要創
出政笛をとりつづけなければならないことになる。とこちが，このアメリカに
よる国際的な有効需要創出政策ぽ，資本主義各国の不均等発展が進行する状況
のなかでおこなわれざるをえないが故に，アメリカ資本主義の犠牲における国
際経済の拡大とならざるをえないのであり，これは国際経済上のアメリカの地
位の低下となる。例えば，世界輸出におけるアメリカのシェアは，1951年の
19．6％がら，1970年の15．1％，1979年の12．2％へと低下しているω。一こうして，
ある大国が国際収支の赤字にもかわらず，国際的有効需要を創出するという国
際政策は当然ゆきづま・らざるをえないのであヴ，たちまちドル危機として現わ
れ，IMF体制め矛盾の顕現化どなった。そして，1970年代になると，60年代と
は異っ．た物価上昇がみられるようになったのである。
　　「1968年以降，西側の経済の実績は悪化してきた。この悪化めもっとも明
　白な表徴は，加速化する．イシフレーションである。1950年代，および60年代
　のクリ＿ピング・インフレーションは，ラテン・アメリヵの経験のごく近い
　インフレ率にとってかわられている。」②
　このように経済成長の過程で，積極的な意義をも’っていた物価上昇は，悪性
ゐ加速化するインフレーションへと転化したのである。すなわち，IMF体制
の崩壊にあらわれているように管理されていた通貨体制がt‘管理しえない体制
に転化し，その機能の有効性が失われたのである。
　第2にあげられることは，技術革新を通じて労働生産性向上による搾取率の
増大ということが不可能になっ岳きたのである（3）。第2次大戦後の国民的生産
力を増大させてきた産業構造の高度化を実現する役割をはたした新たな技術体
系の波及は国際経済の領域においては先進工業諸国にほぼ行きわたった。すな
おち，国際的にみて，各国の独占資本に高い利潤率とそれにもとつく高6資本
　（635）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　南北問題再論　　63
の蓄積率をたもっていくための条件としての技術革新を通じての搾取率の引き
あげがしだいに困難になってきたということができよう。つまり，部分的，競
争的にしか利潤率を高めることができなくなれぽ，国民経済的視点で資本の高
度蓄積は実現できないことになるのであるから，成長率は当然低下せざるをえ
なくなるのである。
　第3にあげられる事態は，天然資源に対する恒久主権の確立によって安価な
原料の供給という条件が失われたことである。安価な原料を確保するためには
たしてきた多国籍企業およびアメリカ政府の役割は大きい。例えぽ，石油資源
に対しては利権協定を通じて米・英その他のメジャーが完全に支配・確保し，
これを安価で供給しながら莫大な利益を上げる体制を確立していた（4）。そして
この支配体制は産油国の労働老と国家の収入を犠牲にして独占資本に安価な原
油を供給し，メジャーに対して高利潤をもたらすものとなっていた。そして，
この安価な原油，ひいては原料全体の低価格が，先進工業国全体の利潤率をた
かめ，高い蓄積率を実現することとなっていた。しかも先進国に供給される原
油価格の実際の動きには，タンカーの大型化などの運輸手段における大戦後の
生産性向上があったために大幅な価格の低下さえ生じていたのであるから，利
潤率の向上が実現したのも不思議ではない。
　ところが，産油国その他資源保有国における資源に対する主権確立の動きは，
ついに自国の工業化＝開発実現のための資金を獲得できる価格の実現からすす
んで，資源の国有化，採掘事業の国有化などその主権確立の実体を広げている。
このような状況は，独占資本に対する安価な原料を供給する条件の消滅を意味
している。この面からも，一高い蓄積率を維持することによる高度成長は不可能
になってしまったのである。
　こうして，前項で，高度成長の条件として考察してきた現代資本主義の諸側
面が，現代資本主義自体に内在している矛盾の顕現化とともに高度成長を支え
る条件としての機能をはたしえなくなってきたのである。資本主義成長の鈍化
という現象があらわれ，いっそうの不況化への動きを阻もうとして貨幣供給を
増ぜば，異常な物価上昇をえがくという，いわゆる，スタグフレーショソの続
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発として特徴づけられるような事態があらたに定着し，現代資本主義の特徴的
現象となった。
（1）日本銀行統計局r国際比較統計』昭和55年，92ページ。
②　A．ギャソブル，P．ウオルトン『現代資本主義の危機』新評論社，1978年，45ページ。
（3〕1968～73年平均の労働生産性上昇率はアメリカ3．7％，日本11．7％，西ドイッ5．6％であっ
　たが，1974～78年平均では各々2．6％，4．6％，3・9％へと低下している。（『世界経済白書』19
　79年版）
（4）「60年代には，ヨーロッパの消費者に売られる石油の価格にしめる石油輸出国のとり分は，
　8％をこえたことがありませんでした。一方石油消費菌の政府と会社は，この価格のうち，
　55％を会社の利潤とか政府の税金として吸いあげ，残りが実際にかかった費用でした。」（カ
　リール・アズハリ「石油とパレスチナ問題」『アラブ・トピックス』1979年9月号）
（5）
　IMF体制の崩壊ということがいわれ，第2次大戦後に成立した資本主義世界
体制の危機が問題にされている。そして，1970年代になっ’て資源ナショナリズ
ムが台頭してきたことtlC　Xlって，資源ナショナリ1ズへが資本主義に危機をもた
らしたかのようにいわれがちであるが，前項でものべたように，そのような把
握のしかたは間違いでありω，資本主義の危機は，’戦後り再編成された資本主
義世界体制＝IMF体制それ自体の内在する矛盾の激化の結果もたらされてい
るものである。資源ナショナリズムは，戦後体制が破綻し，弱体化してきた状
況を利用し，その体制に生じた亀裂のなかから長い準備期間ののちに自らの力
を発揮しうるよ，うになったのである〔2）。　したがつて，資源ナショナリズムが力
を発揮することが，当然資本主義体制の危機を深める，ことになっていったこと
は明らかな事実である。
　ところで，資本主義は，危機に遭遇してもその世界体制を再編成することに
よって新たな活力を生みだし，その危機を克服してきたのであった。1930年代
におちいった危機は，第2次世界大戦を経て，その再編成を実現したが，その
原理（ないレは理念）といわれる大西洋憲章が，戦後の国際秩序の基本を規定し
ていたのである。それはアメ旦力．主導㊧国際秩序であり，アメリヵ体制を築こ
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うとする再編成原理とはなっていたとしても，それだけにおわっていたわけで
はない。国際協力の原理としてケインズの考え方による経済拡大の方向も示さ
れていたし，〔3）またソ連もこれに参加することによって帝国主義諸勢力による
再編成という枠をこえた方向をももっていたのである。江口氏はつぎのように
その意義を整理している。
　　「そしてこの1941年8月に発表されたチャーチルとルーズベルトによる
　『大西洋憲章』が，戦後世界の国際的秩序の出発点となるものであるが，9
　月にはソ連もこのr大西洋憲章』に参加した。
　　そこから，とにかく，この第2次大戦について，ファシズムにたいする民
　主主義の戦争という規定が生まれたのであり，そこで民主主義の意味をどう
　理解するかは今後の問題であるにしても，戦争の経過のなかでは，ファシズ
　ムにたいする人民的な抵抗，そのなかでの社会主義国の意味等は，現実にあ
　きらかにされざるをえなかった。」c4）
　このような意義を国際経済の領域では社会主義国際経済の生成とその世界体
制の成立という形態であらわしている。そして大西洋憲章は内容的セこはあくま
で資本主義世界の再編成の原理であり，その主たる役割もまたそこにあったの
ではあるが，しかし，社会主義国ソ連の側からみると，それを活用することが
できたし，そのような活用しうる内容をももっていたということができょう。
　ところで，現在において，現代資本主義の危機が問題になり，再編成を通じ
ての危機克服が課題となっているのである。そこで，資本主義世界経済におけ
る再編成の場合には，つねにその矛盾が後進諸地域（＝周辺部分）に転化され，
あらたな発展を実現していくための再編成として成立し，危機克服がなされる
のであり，第2次大戦後における再編成によって確立された体制においても同
様であって，この体制に後進地域＝発展途上諸国がいかに包摂されたかをしめ
したのが，南北問題であったのである。それでは現在の危機に直面して先進国
主導の再編成，つまり帝国主義的再編成は，どのようにその内在的矛盾を発展
途上国に転化することによって，あらたな体制を構築しようとしているのであ
ろうか。70年代以降の南北問題はこのように提起されている。
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　だが，現在の発展途上諸国はかつてのような受動的存在としての後進地域
（＝周辺部分）としてではなく，独立した国家形態をとって存在し，さまざまな
要求を先進国に対して提起し，資源ナショナリズム，国家資本主義，さらには
非資本主義の道をとるなどの主体としての存在形態をとっているのであり，か
かる主体的存在の表現として，1974年には，一歩すすんで，新たな国際経済秩
序の樹立のためにその諸原則や行動計画を国連決議として実現しているのであ
る㈲。こうして南北問題は70年代においてその内容を変えることになったので
あるが，この「新国際経済秩序樹立」という南の側からの世界経済再編成への
新たな提起のもつ意味に若干ふれて，この小稿のまとめとしたい。
　まず第1に，発展途上国側からの再編成への具体的原則の提起のもつ意味に
ついてふれてみよう。「新国際経済秩序」は資本主義体制を否定する立場で再
編成を考えているわけではない⑥。しかも，この新秩序を積極的に支持，促進
している非同盟運動の立場においては，現在の資本主義の危機を克服するため
にも役立つ秩序として考えられているのである。すなわち，危機克服のための
再編成という意味さえもっているのである⑦。
　とはいっても，この新秩序では，資本主義経済の原理への制限や管理がとり
あげられているし，また発展途上国の経済自立の達成が主要な内容となってい
る以上，資本主義の危機は深まるし，ついには資本主義の矛盾を外化するため
の周辺部が尽きてしまうというようにみてくると〔8），資本主義否定とみなけれ
ぽならないのであろうか。たしかに，従来のような形態での資本主義的矛盾を
他に転化することは，不可能になってはいるが，資本主義の矛盾の転化が不可
能になったわけではない。まず第1に，新国際経済秩序は，IMF体制にかわっ
て，世界市場拡大をめざしており，資本主義における生産と消費の問における
もっとも基本的矛盾を緩和することに役立つであろう。第2に，独占資本に対
する制限的原則は，社会的総資本に対しては平均的な利潤率の実現を保障する
もので，資本主義の極端な不均衡，不平等は是正され全体としての平均的・均
衡的発展が実現するであろう。第3に，両体制間の平和共存の保障は強化され，
社会主義をも含む，単一世界市揚の拡大により，資本主義世界市場のいっそう
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の拡大が実現するであろう。このように，独占資本がその矛盾を自己に有利な
形態で，その支配を維持するために，後進地域人民の犠牲の上に転化すること
で一時的に解決してきた形態や方法とは根本的に異なるとはいえ，資本主義本
来の矛盾は，新国際経済秩序のもとにおいても存在するけれども，その諸原則
に沿って解決されると考えられるのである。
　第2には，発展途上国の国民経済形成の実現がはかられている。本山氏の議
論においてもふれられているように，多国籍企業による工業化は，国民経済形
成を阻む工業化を内容としている。したがって新国際経済秩序はその規制を原
則のひとつにとりあげている。新秩序は多国籍企業を否定する立場ではなく，
制限し，利用する立場で国民経済の形成といいう目標に達しようとしている。
ここに発展途上諸国の国家権力の役割が位置づけられなけれぽならない。途上
諸国の国家権力は，その階級的性格が多様であるため一様に定義はできないが，
全体として独立強化の方向を目ざしている⑨といいうる。とはいえ，多くの人
が指摘するようにao），多国籍企業のもつ力量は甚大で，その母国権力を動かし
て世界経済体制の維持，また新秩序阻止の戦略を展開している。このような全
体の動きのなかで発展途上諸国の最も基本的方向は，その国家権力のもつ経済
的機能を基軸とする国民経済形成過程であって，今後の南北間題を規定してい
く最も基本的要因と思われる。
　さらに第3の問題点としては，集団自立の理念のはたす役割があげられる。
現在のように生産力の発展が高度の段階に到達すると，国民経済に固執した理
論は，あらたな現実の発展に対応しきれない。他の国民経済を犠牲にしての国
民経済の枠を越えての拡大，すなわち帝国主義の論理に対抗して提起された途
上国側の論理が，集団的自立であった。民主主義的国際経済の発展の原則とし
て今後の南北問題を規定していく重要な原理，または理念として注目しなけれ
ばならないであろう。
Cl）A．ギャソブル，　P　ウオルトンr現代資本主義の危機』および宮崎義一他r現代資本主義
論』など参照。
（2）たとえぽ，OPECは1960年に結成されている。（松村清二郎rOPECと多国籍石油企業』
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　　アジア経済研究所，1974年参照）
　（3〕佐々木隆生，前掲論文。
　（4）江口朴郎著『世界史における現在』大月書店，1980年，94ページ。
　⑤　拙稿「南北問題の展開と新国際経済秩序」参照。
　（6）拙稿「世界経済の再編成と新国際経済秩序」『月刊アジア・アフリカ研究』1980年10月号．
　　11月号参照。
　（7）「1978年非同盟諸国外相会議最終コミュニケ」（岡倉編r非同盟運動基本文献集』新日本出
　　版社，1979年参照）
　（8）本山美彦，前掲論文参照。
　（9）「77力国グループ」のはたしている役割とくに1971年の「リマ宣言」，1976年の「マニラ宣
　　言」，1979年の「アルーシャ宣言」にあらわれている。（土生長穂著『戦後世界政治と非同盟』
　　大月書店，1980年，126－174ページ参照）
　⑩　江夏健一「多国籍企業戦略のもたらすもの」（町田実編r転換期の国際経済論』自由書房
　　1975年参照）
